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責任ある企業及び責任ある金融機関が遵守している各法令・イニシアティブ等の関係（イメージ図）

企業 金融機関
（投資家を含む）

OECD

EU

国連関連

CSDR/SFDR

SDGs

OECD多国籍企業
行動指針

「責任ある企業行動のための
OECDデュー・ディリジェンス・
ガイダンス」

責任ある金融機関は、行動指針や法令
がそれぞれ関連している事を認識の上、
ESG企業評価・投融資活動を行っている

TCFD（気候）/TNFD（生物多様性）など

対話・エンゲージメント

環境DD

PRI/
PRB/
PSI等

UNEP-FI

UNDP/UNOHCR
など
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世界の経営者が認識している次の10年のリスク

出典：
https://www3.weforum.org/docs/WEF_The_Glo
bal_Risks_Report_2022.pdf

社会課題環境課題
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MSCIによる ESG Trend 2022

出典：https://www.msci.com/research/2022-
esg-trends-to-watch
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責任ある機関投資家として第一生命のカーボンニュートラル実現に向けた取組み

 2050年の運用ポートフォリオのカーボンニュートラル達成に向けて、加盟するネットゼロ・アセットオーナー・アライアンスの目標設定ガイド
ラインに基づき、5年ごとの中間削減目標を策定し、進捗をモニタリングするとともに、目標設定対象アセットの拡大に取り組みます。

 また、エンゲージメントを通じて投資先企業の取組みを後押しするとともに、気候変動問題の解決に資する投融資の拡大を通じて、低
炭素社会への移行・環境イノベーション創出の後押しを進めていきます。

GHG削減目標

～2021年 2025年

25％
削減

トランジション

目標

エンゲージメント

目標

セクター別目標

5年ごとの
中間目標策定

//
2050年

運
用
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ

達
成

上場株・社債・不動産
の中間目標策定

（2025年25％減）

排出量の上位50社を
重点エンゲージメント先

として選定

気候変動問題ソリューション
投資実績：3,200億円

投融資によるＧＨＧ削減
貢献量実績：８０万トン

中間目標対象アセットの拡大
（国債、企業向け融資、外部委託ファンド等）

エンゲージメントを通じて、投資先企業のＧＨＧ削減に
関する目標策定・目標達成に向けた取組みを促進

ＧＨＧ排出量の大きいセクターを中心とした
セクター別削減目標の策定

グリーンボンド・再エネ発電事業に加えて、トランジション・
ファイナンスやインパクト投資等を通じた低炭素社会移行

に向けた資金供給拡大

目標達成状況のモニタリング/
2025年以降の中間削減目標の策定



世界最大の資産運用会社BlackRock社による議決権行使方針 2022年
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日本の大半の上場企業の大株主となっており、
株主総会・日本市場における株主としての影響力は
GPIF単独より大きい可能性がある



気候危機 （気候変動ではなく、気候危機）

社会正義 (人権を含む）

公平性(性別/人種への配慮を含む）

透明性（トランスペアレンシー）と説明責任（アカウンタビリティ）
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2022 サステナブルファイナンス（ESG投資を含む）に関わる「キーワード」
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SDGs 進捗報告書 ２０２２年次報告書より



環境（E)と人権（S)の同時達成
～Just Transition& Climate Justice
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2021年 COP26＠UK グラスゴー 参加団体



（以下、パネル中に使うスライド）
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グローバルな非財務情報開示（ISSB)の動き－１

出典：VRF



13

出典：VRF

グローバルな非財務情報開示（ISSB)の動き－２
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【参考】2022年2月28日公表 IPCC報告書
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【参考】気候対応だけではない～生物多様性喪失対応も人権課題が関わる

出典：https://globalcanopy.org/jobs/identifying-nature-
related-human-rights-impacts-in-palm-oil-and-other-
forest-risk-commodity-supply-chains/

パーム油や他の森林
リスクへのインパクトを
サプライチェーンで
特定する必要がある

２０２２年はCOP15開催及び自然
資本（生物多様性）に関わる

開示フレームワーク案提示予定



世界の証券取引市場におけるESG情報開示要請の広がり
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 世界では強制開示適
用が増えている。

 強制開示適用の目的
は、自国の市場に海外
からの資金を呼び込む
ため

 市場間競争にもなって
いる。
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2022年4月～プライム市場上場企業に求められるESG情報開示（抜粋）
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アップル社の環境・人権に関わる進捗レポートより

出典：https://www.apple.com/supplier-
responsibility/pdf/Apple_SR_2021_Progress_Report.pdf



投資家にとって、気候変動対応においても人権・ソーシャル対応を企業評価に取り入れる動

きが強まる

企業が自社の人権・ソーシャル課題が何であるかを明確に認識するためにはDDが不可欠であ

り、ガバナンス体制の充実がレジリエンス能力・成長可能性の創出力を高める

自社の課題を把握する上で、機関投資家やグローバルNGO等、多様なステークホルダーとの

対話により、自社への社会からの期待を「正しく」把握することが重要

投資家に、正しく評価してもらうためには、グローバル基準の開示フレームワークをベースによる

透明性ある開示が必須
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最後に



ご清聴ありがとうございました
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※本資料は、第一生命ホールディングス株式会社及び第一生命保険株式会社が情報提供のみを目的として作成したものであり、投資
勧誘を目的としたものではありません。ここに記載された内容は、作成時点で、当社が信ずるに足ると判断した情報に基づくものですが、そ
の正確性、完全性に対する責任は負いません。
作成日以降の市場や経済情勢の状況に起因し、ここに記載された内容は妥当でなくなる場合もあります。また内容については予告なく
変更されることもありますので、参考資料としてのみご使用いただき、お客さまの判断に際しては、お客さまご自身で事実を確認頂くようお願
いいたします。


